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１月30日・31日、豊橋シー
パレスで、全港湾第46回中央
委員会が開催されました。
全国から１０６名（代議員4

7名・傍聴40名・執行部19名）
が参加し、25春闘方針確立に
向け議論されました。大阪支部
からは執行部４名が参加しまし
た。

中央委員会代表あいさつ

鈴木誠一委員長より中央執行
部を代表してあいさつがあり、
戦後の荒廃から80年を向かえ
るにあたり、日本は平和憲法の
もと復興を成し遂げた。しかし、
今の日本は大企業優先の社会に
なり、労働者の格差は拡大の一
途をたどる。非正規労働者の低
賃金を抑制し、カジュアル労働
を推進している政府や財界に責
任があり、同時に労働組合の弱
体化について危惧していると話
され、中央委員会でたたかう方
針の確立を願うと共に、全港湾
の団結をみせて、全ての労働者
がたたかうことができる春闘に
したいと話されました。そして、
全国港湾竹内一執行委員長から

の来賓あいさつを受け、２日間
の中央委員会が始まりました。

第１・２号議案提案

討論採決

議案提案については、松永書
記長より議案書の内容に沿って
提案されました。質疑について
は２日間で各地方より23人も
の質問や報告がなされました。
質問の多くは要求額40,000

円について、また、24春闘で
の年末年始例外荷役の交渉のあ
り方について、その結果、現場
単位では混乱があったことも報
告がありました。
他にも石炭荷役問題について

は切実な問題提起があり、関西
からは、トラック・バス・タク
シーの現状について報告がなさ
れました。
すべての質疑に対し、松永書

記長から答弁があり、すべての
議案が満場一致で採択されまし
た。
各地方から春闘討論集会報告

があり、中央執行部より橋崎副
委員長より特別決議が読み上げ
られ満場一致で採択されました。

総括答弁

総括答弁では鈴木誠一執行委
員長から、島国日本における港
湾産業の重要性、また日港協と
の関係性に対し厳しい答弁があ
りました。また、平和問題につ
いては、「日本は先の戦争で猛
反省し罰せられた国であり、政
治家が平和外交のもと行動する
べきであると同時に、有事があ
れば私たちの港湾施設が真っ先
に攻撃対象になるのは当然であ
ることから、特定利用港湾によ
る軍事利用を絶対にさせてはい
けない」と力強い答弁がありま
した。

団結ガンバロー

最後に、畠山副委員長より、
「各地方において春闘勝利がな
されることを祈念する」と閉会
あいさつがあり、鈴木誠一委員
長による団結ガンバローをもっ
て２日間の中央委員会が閉会さ
れました。

（教宣部長 佐久原智彦）
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る年960時間の時間外労働時間上
限規制が適用され、また、月60
時間超の時間外労働への割増賃金
率が25％から50％に引き上げら
れました。時間外労働の上限規制
に違反した場合には罰則がありま
す。6か月以下の懲役または30万
円以下の罰金が科されるおそれが
あり、企業は違反を避けるため、
長距離輸送している企業や拘束時
間が長くなる荷待ちや、早出、残
業時間も丸投げでなく、時間内に
収まるように配車する必要があり
ます。
しかし、現場では時短による賃

金の減少で、標準的な運賃収受を
しなければ、労使ともに厳しい環
境です。
トラック物流Gメンも増員され、

荷主への働きかけも増えましたが、
権限が限られていて効果が見えま
せん。
この間の行政への要請行動で、

かなり前進した内容もあります。
今後も大幅な賃上げを実現するた
めに行政交渉を強化していきます。

（副委員長 陣内恒治）

関西地本の春闘オルグ

◇第３講座
第３講座として、樋口万浩関西

地本書記長による関西地本25春

闘統一要求書（案）の趣旨説明を
受けました。
港湾産別協定の合意した内容を

個別に要求を挙げていましたが、
全国港湾と日本港運協会の締結し
た港湾産別協定を完全実施するこ
とと１つにまとめての要求になり、
港湾産別最低賃金の独占禁止法抵
触論は、東京地裁への訴えを直ち

に取り下げ、港湾産別最低賃金に
回答するように日本港運協会へ働
きかけることとなりました。職種
別初任給の要求では、港湾労働者
も含めて245,000円の５％アッ
プとして257,250円以上、一般
職員も従来の５％アップの要求と
しました。

（書記次長 関谷和人）

２月７日～９日、反弾圧実行委
員会主催で、沖縄シンポジウムが
開催されました。
反弾圧シンポジウムは、第３弾

となり、大阪・東京に続いて、今
回は沖縄での開催となりました。
１日目は那覇市の「てんぶす那

覇大ホール」で開催し、２日目は
名護市の「名護市 城 公民館」

ぐすく

で開催しました。
両日とも約60名の仲間が結集

し、関西生コン支部に対する労働

組合弾圧、反転攻勢に転じた現在
の状況について、弁護団の説明の
もと４人のパネラーが独自の目線
で今回の国家弾圧がいかに不当な
ものかを解説されていました。

最後に、那覇の集会で沖縄地本
の仲間にも結集していただき、東
京でも関東地本の仲間に結集して
いただき、心強く感じると共に、
全港湾の団結力を感じることがで
きました。

（教宣部長 佐久原智彦）
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2025年１月11日～12日、ホテ
ルクライトン新大阪にて大阪支部
25春闘討論集会を開催しました。
中央本部より鈴木龍一副委員長、
関西地本より樋口万浩書記長、近
畿運輸局より金澤重之自動車交通
部旅客第１課長を来賓に迎え、執
行部13名、総勢62名の参加でし
た。
開会のあいさつで吉本副委員長

は、「全港湾はボトムアップであ
り、今日の討論を地本春闘討論集
会・全港湾中央委員会に反映させ
ていかなければならない」と話さ
れ、小林委員長は、あいさつで
「今回の討論集会は例年のように
分散会方式ではなく、学習会を取
り入れた。
中央本部、関西地本の春闘オル

グ（※次ページコラム参照）を受
け、要求額40,000円でいいのか
どうかなど、活発に討論して欲し
い。また、マイナンバー制度につ
いても、国が一元的に管理するこ
とには反対すべきだが、健康保険
証との紐付けなど個人の負担が増
えていることも議論して欲しい」
と発言がありました。

１日目は、大阪支部25春闘方
針案を提案し、２つの講座と支部
新春旗開きを開催しました。

２日目は、各部会の春闘討論集
会のまとめ報告で始まり、港湾部
会では要求額を決定しなかったが、
40,000円には否定的な意見が多
く見受けられ、車両部会は要求額
40,000円と対照的でした。
そして、争議分会報告で梅南鋼

材分会と大和運輸分会の争議報告
では、分会員から力強い決意表明
がありました。

活発な全体討論

全体討論では11名から質疑が
あり、要求額や人手不足、港湾年
金、定年延長、組織拡大など活発
な討論となりました。
大阪支部25春闘討論集会まと

めとして、25春闘要求額を議論

した結果、基本給一律30,000円
以上、反戦・脱原発、万博・ＩＲ
カジノ反対、反弾圧運動、大和運
輸・梅南鋼材の争議に対する決意、
選挙闘争、組織拡大、春闘カンパ、
春闘総決起集会の開催を確認しま
した。
最後に、小林委員長と関谷春闘

討論集会実行委員長による団結が
んばろうで25春闘討論集会を終
了しました。

（書記次長 関谷和人）

◇第１講座
春闘討論集会の第１講座として、

中央本部・鈴木龍一副委員長によ
る春闘オルグを受けました。
1980年代の金融政策による不

動産バブル、1990年代バブルが
崩壊し、金融機関による企業融資
の貸し渋りに伴い、民間企業は設
備投資を控え、内部留保をため込
み労働者の賃金が上がらなくなり
ました。
この30年で、富の格差、経営

者と労働者の格差、首都圏と地方
の格差は拡がり、労働者の賃金は
上がらず虐げられてきました。
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連合が政府と一体となり経済界
と癒着している社会構図が、賃金
だけではなく、私たちは労働組合
としての生きる気概すら失ってい
く結果になっていると説明がされ
ました。
ここ数年の主要食品や燃料、公

共料金の値上げは収まらず、物価
の高騰が止まらない中、実質賃金
は下がり続けている様相で、大企
業を中心に過去最高益となり内部
留保も過去最大規模になる一方で、
労働分配率は過去最低を推移して
います。

25春闘においては・賃金の引
き上げ・産別最賃問題・雇用と職
域の問題・労働力不足・政治闘争・
港湾を兵站基地にさせない、６つ
の課題提起がおこなわれました。
賃上げは、今の社会情勢では最

も重要であり要求額にだけ埋没す
ることなく、この30年の社会情
勢を検証したなかでどう闘ってい
くのか、労働組合も意識改革をお
こない、組合員の立場で考えてい
くことが大事で、また企業に対し

ては組合員の労働力の安売りをさ
せないよう訴えていく必要があり
ます。
政治闘争においては、賃金の引

上げをおこなっても国の政治や行
政が悪いと生活環境は良くならず、
政治の構図を変えると生活環境が
良くなる可能性があるため、経済
闘争と政治闘争は表裏一体であり
今年の参議院選挙も大事でありま
す。
港湾を兵站基地にさせないこと

については、戦争は人間の命がコ
ストとして扱わられ、ひとたび戦
争が起こってしまうと経済闘争ど
ころではなくなってしまいます。
小泉政権からの有事関連３法、

集団的自衛権等の法改正を阻止で
きなかった反省をし、私たちはい
かなる戦争にも加担しない決意の
もと、労働組合は戦争反対に対し
ての決議をおこなう等、具体的に
何か示していくことが必要である
と提案され、最後に全港湾の精神
の下、組合員が一体となって統一
的に25春闘を闘ってくことが大
事と説明されました。
参加者からは、各分会の実態、

青年組合員からは、支部に対して
の率直な疑問、不安等多くの意見
が出されました。
25年春闘は、組合員一人ひと

りの想いにたって職場から闘って
いきます。

（執行部 田村吉雄）

車両の問題は・・・

◇第２講座
車両関係から金澤重之さん（近

畿運輸局自動車交通部旅客第１課
長）に講座をして頂きました。金
澤さんは貨物課長の経験があり、
トラック、バス、タクシーの制度
政策を理解している方で、全港湾
関西地本や近畿交運労、トラック
産業の将来を考える懇話会などの
要請行動で、対応して頂いた経過
と現在、旅客課の担当となり、神
戸支部での学習会も取り組みして
頂きました。そんな関係性から事
前に近畿運輸局に出向き、打ち合
わせして今回の講座「物流業界が
抱えている課題と改善策」を、双
方で検討した資料を47ページの
内容に抜粋し、まとめました。

働くひとがそれぞれの事情に応
じた働き方を選択できる社会を実
現するため、また長時間労働の是
正や、多様で柔軟な働き方の実現、
雇用形態にかかわらない公正な待
遇の確保等のための措置として、
2018年に働き方改革関連法の成
立から始まり、2024年の働き方
改革関連法の施行として、いわゆ
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▲ 鈴 木 龍 一 副 委 員 長

▲金澤重之 近畿運輸局課長

ひとくちコラム ※オルグって？
労働組合の活動において、組織の発展と強化を目指す重要な取り組みが
「オルグ」です。
オルグとは、「オーガナイゼーション（organization）」や「オーガナイ

ズ（organize）」という言葉の略で、組織化や組織強化の意味を持ちます。
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